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特集Ⅰ：東アジア，ASEAN諸国の人口高齢化と人口移動に関する総合的研究

インドネシアにおける世帯内介護需要と若年人口移動の関連

― IFLSによる縦断データを用いた分析 ―

中 川 雅 貴

Ⅰ はじめに

東南アジアで最大の人口規模をもつインドネシアは，近年その人口増加率に若干の低下

がみられるものの，依然として1％台半ばの増加率を維持しており，東南アジア地域にお

ける主要国の中では比較的人口増加率の高い国に位置づけられる（BPS2016;UNFPA

2014）．また，2015年のセンサス間人口調査（SurveiPendudukAntarSensus:SUPAS）

によると，従属人口指数は50未満に低下し，本格的な人口ボーナス期に入っているといえ

る．こうした人口動向に加えて，初等教育の義務化や中・高等教育制度の拡充に伴う若年

人口における教育水準の上昇を背景に，インドネシアは，アジア・太平洋地域における外

国人労働者の主要な送り出し国としての地位を確立している（Hugo1999;Martinetal.

1995）．

一方で，急速な出生率の低下により，インドネシアにおいても人口の高齢化が着実に進

行することが見込まれる．インドネシア政府が2018年8月に公表した直近の将来人口推計

によると，現在，約1,800万人の65歳以上人口は，2035年には3,300万人にまで増加し，総
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本稿は，今後の急速な高齢化が見込まれるインドネシアにおいて，高齢者ケアをめぐる社会的・

制度的環境が若年人口移動に及ぼす影響を展望するために，世帯内における高齢者ケア需要と若年

世帯員の移動の関連について分析した．IndonesianFamilyLifeSurveyの2007年調査（Wave4）

と2014年調査（Wave5）の結果を用いて，2007年調査時に20歳～49歳であった男女を対象に，同

居する高齢者および同じ村内に住む親の健康状態と，その後の移動の発生の関連を分析したところ

以下の結果が得られた．まず，主観的評価による健康状態（SRH）が悪い60歳以上の高齢者との

同居は，男女ともに若年世帯員の移動確率を低下させる効果をもつことが示された．また，同居し

ていない場合でも，同じ村内に住む親の健康状態を考慮した場合，その効果はさらに強まることが

確認された．この分析結果から，成人子による親の介護を含む家族内の支援関係が，同居だけでは

なく近居の親子間でも維持されていることが示唆され，老親支援規範の頑健さがうかがわれた．ま

た，とりわけ女性において，生存きょうだい数と移動確率の有意な相関が確認され，今後，少子化

によってきょうだい数が減少している若年コホートにおいては，親による支援ニーズが発生した場

合に，その移動性向がさらに低下する可能性が示唆された．



人口に占める割合は現在の水準の2倍近い11％に達する（BPS2018）．こうした状況の中，

インドネシアにおける人口および社会開発関連施策については，これまで，家族計画プロ

グラムの実施およびそれに関連する妊産婦や乳幼児の健康，そして若年人口の人的資本形

成が中心的な課題として位置づけられてきたこともあり，人口の高齢化や高齢者の生活に

関する施策への関心は，相対的に低かったといえる（Ananta2012;Hugo1992;Hull

2005;McDonald2015）．とりわけ，高齢者を対象とした各種の社会保障・福祉制度につ

いては，その整備が遅れており，今後の人口高齢化時代においても家族・親族資源に依存

したインフォーマルなケアレジームが重要な役割を担うことが予測される（UNFPA

2014）．加えて，インドネシア国内の急速な高齢化に伴う高齢者ケア需給の動向は，国際

的なケア労働者供給源としてのインドネシアの将来的な役割に関しても，少なからず影響

を及ぼす可能性が考えられる．

本稿では，こうした問題意識に基づき，インドネシアにおける人口高齢化およびそれに

伴う高齢者ケア需要の増加が若年人口移動に与える影響を展望することを目的として，世

帯内における高齢者ケア需要と若年世帯員の人口移動の関連について分析する．若年人口

における高い移動性向については，インドネシアの人口学的特徴の一つとして比較的長い

研究の蓄積があり，人口転換過程における社会経済変化との関連もしばしば指摘されてき

た（McNicoll,1997;Hugo1999;AnantaandMuhidin2005）．近年では，人口移動の

地域間格差の拡大も確認されている（BPS2012;Muhidin2014）．本稿では，高齢者の

ケアや介護ニーズと若壮年人口の移動の関連を分析することにより，親子の同居や近居に

依拠したインドネシアの世代間関係を人口移動の視点から検証するとともに，今後の人口

移動の動向についての示唆を得ることが期待される．

次節では，インドネシアにおける人口高齢化の動向と特徴について，国際比較と国内の

地域間比較の視点から概観したうえで，高齢者ケアをめぐる世代間関係への含意について

整理する．つづく第3節において，本稿の分析に用いるデータと分析手法を説明したうえ

で，第4節で分析結果を示す．終節では，本稿における分析結果の要点と含意を確認する．

Ⅱ インドネシアにおける人口高齢化：動向と含意

インドネシアの合計出生率（TFR）は1980年の4.6から2010年には2.6に低下する一方で，

同期間の平均寿命は57.6歳から69.4歳へと伸長し，古典的な人口転換モデルによって示さ

れる「低死亡率・低出生率」状態に至る最終段階にあるといえる（BPS2013）．人口の年

齢階級別分布をみると，2010年センサスでは高齢人口割合と年少人口割合がそれぞれ5％，

29％となっており，人口構造としては日本の1960年代前半に類似している．前述のとおり，

2015年のセンサス間人口調査（SUPAS）によると，従属人口指数は50未満に低下し，本

格的な人口ボーナス期に突入している．しかしながら，国連人口部の最新の推計（UN

2019）によると，インドネシアの従属人口指数は2020年の47.5で底をついた後は上昇に転

じ，2030年代後半には早くも50を上回るなど，高齢化が着実に進行することが見込まれる
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（図1）．前回の国連推計（UN2017）では，従属人口指数が上昇に転じるのは2035年，50

を上回るのは2040年代後半とされており，インドネシアの高齢化のスピードが加速してい

ることがうかがえる．また，インドネシア政府が2018年8月に公表した将来人口推計によ

ると，インドネシアの人口は現在の2億5,600万人から2045年には3億1,900万人に増加す

る一方で，高齢化率は14％，従属人口指数は53にまで上昇するとされている（BPS2018）．

インドネシアの人口構造の推移およびその見通しについて，図1に示した他の東アジア

（東南アジアを含む）諸国との比較から検討すると，以下の二点が特徴として指摘できる．

まず，従属人口指数の底値が比較的高い点である．すでに述べたとおり，国連人口部の最

新の推計によると，インドネシアの従属人口指数が最も低くなるのは2020年の47.5である

が，東アジア地域でいち早く人口転換を経験した日本の従属人口指数の最低値は1990年の

43.5である．韓国や中国では，今後の急速な人口高齢化が見通されるものの，2000年代以

降は従属人口指数が40を下回る値で推移している．東南アジア各国について見ると，シン

ガポールやタイでは，すでに従属人口指数が上昇に転じつつあるが，現在，韓国・中国と

同じかそれ以下の低水準にある．一方，インドネシアについては，マレーシアと同様に，

従属人口指数が比較的高い値で下げ止まることが見込まれている．
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図１ 東アジア（東南アジアを含む）各国における従属人口指数の推移

出所：UnitedNations,DepartmentofEconomicandSocialAffairs,PopulationDivision(2019)World
PopulationProspects2019.(medium-variantprojection)
*日本については，1950年～2015年は「国勢調査」，2020年以降は国立社会保障・人口問題研究所
（2017）「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位・死亡中位推計値）による．



二点目は，人口ボーナス期の短さである．同じく図1より，従属人口指数が50以下で推

移する期間をみると，インドネシアでは2010年から2035年までの約25年間となる１）．すで

に人口ボーナス期を終えた日本については，1965年から2005年の約40年間がこの期間に該

当し，韓国・中国についても，国連推計ベースで従属人口指数が50を下回る期間は，それ

ぞれ1990年代初頭から2025～2030年頃までの約35年間となることが見込まれる．シンガポー

ル，タイ，マレーシアといった他の東南アジア諸国と比較しても，インドネシアでは従属

人口指数が反転上昇するタイミングが早いことが，図1からも確認できる．

インドネシアにおける人口ボーナスの浅さ，そしてその期間の短さは，1980年代以降の

急速な出生率の低下に起因している（Hull2004;McDonald2014）．なお，インドネシ

アでは，全国レベルでの住民登録および動態統計（CivilRegistrationandVital

Statistics:CRVS）が未整備の状態であり，動態統計に基づいた出生力指標は公表され

ていない．ここで引用したTFRについても，中央統計庁（BPS）が，標本調査である

DemographicandHealthSurvey（DHS）に依拠して推計した値であるが（BPS2013），

DHSを用いたTFRの推計値については，過大推計となる傾向が内外の研究者によって

指摘されている（Hull2016;HullandHartanto2009;McDonald2014）．また，前述

のインドネシア政府が公表した最新の将来人口推計では，将来の出生率について，「目標

値」と「トレンド反映値」の2つの仮定値を設定しているが，インドネシアの出生率は，

すでにその「目標値」― すなわち家族計画プログラムのゴール ― である置換水準に近

い水準にまで低下しているとの指摘もある（McDonald2014;Hull2016）．

こうしたインドネシアにおける人口高齢化は，国内の地域間格差を伴って進展している．

従属人口指数をみると，ジャカルタ首都特別州では37.4にまで低下している一方で，全国

33州のうち21州で50を上回っている（表1）．なお，ジャカルタについては，他の地域と

比較して，従属人口指数・高齢化率のいずれも相対的に低く，インドネシア政府の地域別

将来人口推計によっても，生産年齢人口の拡大による人口ボーナス期の持続が見込まれて

いる（BPS2018）．一方，同じジャワ島の中でも，中部ジャワ州に加えてジョグジャカル

タ州や東ジャワ州といった地域については，従属人口指数が50を下回るものの，低い人口

増加率と高い高齢化率といった特徴がみられる．2000年から2010年の年平均人口増加率

（インドネシア全体では1.5％）については，中部ジャワ州（JawaTengah）の0.4％から

パプア州（Papua）の5.4％までの開きがある．
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1）インドネシア政府による独自推計では，将来人口推計の結果を各年について公表しており，これによると，

従属人口指数が50を上回るのは2037年であるBPS(2018)．



地域別の動向をみると，近年，とくに非大都市部や農村部における高齢化の進展が目立

つ．インドネシアの人口の60％近くが集中するジャワ島では，人口増加率および従属人口

指数の全体的な水準は他地域よりも低いが，上述のとおり，ジャカルタを除いた地域では

高齢化率が相対的に高い水準にある．こうした非大都市部においては，相対的に高い出生

率が維持されているものの，大都市部への若年人口の継続的な流出によって，局地的に高
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表１ インドネシアにおける州別人口増加と人口構造

人口増加率 従属人口指数
65歳以上
人口割合

2000-2010年
（平均），%

2010年 2010年

アチェ州（Aceh） 2.4 56.3 3.8

北スマトラ州（SumateraUtara） 1.1 58.0 3.9

西スマトラ州（SumateraBarat） 1.3 57.7 5.7

リアウ州（Riau） 3.6 54.1 2.6

ジャンビ州（Jambi） 2.6 50.8 3.5

南スマトラ州（SumateraSelatan） 1.9 51.3 4.1

ブンクル州（Bengkulu） 1.7 51.3 3.9

ランプン州（Lampung） 1.2 51.1 4.9

バンカ・ブリトゥン州（KepulauanBangkaBelitung） 3.1 48.6 3.7

リアウ諸島州（KepulauanRiau） 5.0 46.8 2.0

ジャカルタ首都特別州（DKIJakarta） 1.4 37.4 3.1

西ジャワ州（JawaBarat） 1.9 49.9 4.6

中部ジャワ州（JawaTengah） 0.4 49.9 7.2

ジョグジャカルタ特別州（DIYogyakarta） 1.0 45.8 9.6

東ジャワ州（JawaTimur） 0.8 46.2 7.1

バンテン州（Banten） 2.8 48.6 2.8

バリ州（Bali） 2.2 47.3 6.6

西ヌサ・トゥンガラ州（NusaTenggaraBarat） 1.2 55.8 4.6

東ヌサ・トゥンガラ州（NusaTenggaraTimur） 2.1 70.6 5.0

西カリマンタン州（KalimantanBarat） 0.9 52.7 3.6

中部カリマンタン州（KalimantanTengah） 1.8 50.4 2.9

南カリマンタン州（KalimantanSelatan） 2.0 49.3 3.7

東カリマンタン州（KalimantanTimur） 3.8 48.6 2.3

北スラウェシ州（SulawesiUtara） 1.3 47.9 5.7

中部スラウェシ州（SulawesiTengah） 2.0 52.7 3.6

南スラウェシ州（SulawesiSelatan） 1.2 56.0 5.5

南東スラウェシ州（SulawesiTenggara） 2.1 63.4 3.8

ゴロンタロ州（Gorontalo） 2.3 51.7 3.6

西スラウェシ州（SulawesiBarat） 2.7 60.5 4.0

マルク州（Maluku） 2.8 63.1 4.0

北マルク州（MalukuUtara） 2.5 61.3 3.0

西パプア州（PapuaBarat） 3.7 53.6 1.6

パプア州（Papua） 5.4 53.8 0.9

全国 1.5 50.5 5.1

出所：BPS(2012);IPUMS-International,MinnesotaPopulationCenter,UniversityofMinnesota



齢化が顕著に進む地域が散在する（ArifinandAnata2016;Jones2016;Utomoetal.

2019）．例えばArifinandAnata（2016）は，ジャワ島中央部のジョグジャカルタ近郊の

グヌンキドゥル県（KabupatenGunungKidul）では，60歳以上人口が総人口の20％近

くに達していることを紹介している．

表2は，2010年センサスによる高齢者人口の居住形態別割合を男女・年齢階級別に示し

たものである．男女ともに，高齢者の居住形態として最も多いのは「子および孫と同居」

であり，インドネシアにおける60歳以上人口の37％を占める．この割合は，年齢とともに

上昇し，80歳以上では男性で38％，女性で48％となっている．また，「子と同居」の割合

を加えると，80歳以上の男性を除いたすべての性・年齢階級別グループで50％を上回って

いる．このことから，インドネシアにおいては，老親との同居規範が根強く，高齢者の扶

養およびケアにとっては子や孫をはじめとする中心とする親族資源が重要な役割を担って

いることが示唆される．

出生率の低下を背景に人口高齢化が加速する一方で，多世代同居・老親扶養規範が根強

く残る社会においては，こうした家族・親族資源によって維持されるインフォーマルなケ

アレジームへの依存が強まることが予想される．医療保険・年金制度をはじめとする高齢

者を対象とした各種の社会保障制度や公的福祉制度の未整備状態は，この傾向をさらに強

め，金銭的支援のみならず身体的サポートも含めた高齢者ケアにおける家族・親族資源へ

の需要は高まると考えられる（UNFPA 2014;RammohanandMagnani2012;Utomo

etal.2019）．

このような社会的・制度的環境は，インドネシアのように急速に高齢化が進展する国や

地域の若年人口に，いかなる影響を与えるのであろうか．例えば，インドネシアと同様に

高齢化が急速に進む中国に関するデータを用いた研究では，親の健康状態の悪化や身体的

機能の低下が，若壮年期の子どもの移動確率を有意に低下させるという分析結果が報告さ

れている（GilesandMu2007）．インドネシアにおいては，進学や就職，そして出稼ぎ

労働に伴う移動（転出）が，残された家族（left-behindfamily）に及ぼす影響について，

おもに金銭的支援の役割に注目した研究が蓄積されているが，世代間の支援関係，とくに
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表２ インドネシアにおける高齢者の居住形態，2010年センサス
（％）

60歳以上
60歳～70歳 70歳～80歳 80歳以上

男女 男 女 男女 男 女 男女 男 女 男女 男 女

単身 9.8 4.2 14.6 7.7 3.1 11.9 12.6 5.4 18.2 13.9 7.5 18.4

配偶者のみ 18.1 24.2 12.9 18.8 21.8 16.0 18.22 28.3 10.3 14.0 27.7 4.4

子と同居 18.3 28.1 10.0 23.7 34.8 13.6 11.5 19.2 5.5 6.6 10.4 4.0

子および孫と同居 36.5 31.4 40.9 33.7 29.3 37.8 39.7 33.8 44.2 43.7 37.8 47.8

その他 17.3 12.2 21.7 16.1 11.0 21.8 18.1 13.2 21.8 21.8 16.6 25.5

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

出所：BPS(2012)



高齢者ケアと移動の関連を検証した分析は，ほとんどみられない（Kreager2006;

RammohanandMagnani2012）．親をはじめとする高齢親族の身体的ケアや介護ニーズ

と若壮年人口の移動性向との関連について分析することにより，多世代同居および老親扶

養規範を基底とする世代間関係を，人口移動の視点から検証するとともに，高齢化が加速

する今後のインドネシアにおける人口移動の動向についての示唆を得ることが期待できる．

以下では，インドネシアで継続的に実施されている世帯縦断調査による大規模個票データ

を用いて，世帯内における介護需要が若年人口の移動確率に与える影響について検証する．

次節では，分析に用いるデータと分析の方法について説明する．

Ⅲ データと分析の手法

本稿の分析に用いるデータは，IndonesianFamilyLifeSurvey（以下，IFLSと略）

の2007～2008年調査（Wave4）および2014～15年調査（Wave5）である．IFLSは，米

ランド研究所（RANDCorporation），カリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA），

国立インドネシア大学人口研究所（LembagaDemografi）の協力によって1993年に開始

された調査プロジェクトである．調査の実施に際してはインドネシアの当時全26州

（provinsi）のうち13州を対象に標本設計が行われた２）．調査の対象とならなかった地域

が存在するのは，離島が大半を占めるために実査に際するコスト上の問題が懸念されたこ

と，政治的・社会的に不安定，調査に危険が伴うと判断されたためである（Frankenberg

etal.1995）．調査対象となった13州は，インドネシアの総人口のおよそ 83％（当時）を

占めており，1993年に実施された第1回調査ではこの13州より抽出された7,730世帯のう

ち91.9％に該当する7,039世帯より有効回答を得ている．そして，第1回調査では調査対

象の世帯から以下の世帯員を対象とする対面調査が実施された：①世帯主と配偶者，②世

帯内から無作為に抽出された15歳未満の世帯員2名，③残る世帯員から無作為に抽出され

た50歳以上の世帯員1名．さらに，調査対象となった世帯から25％の世帯を無作為に抽出

したうえで，①～③に該当しなかった15歳から49歳の世帯員から無作為に抽出された1名

が対面調査の対象に加えられた．

こうして実施された第1回調査における個人の対面調査データは，22,000レコードを超

える．調査項目は，世帯および世帯員の基本属性に加えて，収入・消費・資産，教育・就

労（過去の経歴も含む），結婚および出生行動，健康状態，移動歴など多岐に及ぶ．IFLS

の特徴として，同居しない親および子どもに関しても，対象となる項目は限定的ではある

ものの，現在の居住地を含む基本属性に関する質問が設けられている点が挙げられる．さ
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2）調査の対象となった13州は以下のとおりである：北スマトラ州（SumateraUtara），西スマトラ州

（SumateraBarat），南スマトラ州（SumateraSelatan），ランプン州（Lampung），ジャカルタ首都特別州

（DKIJakarta），西ジャワ州（JawaBarat），中部ジャワ州（JawaTengah），ジョグジャカルタ特別州（DI

Yogyakarta），東ジャワ州（JawaTimur），バリ州（Bali），西ヌサ・トゥンガラ州（NusaTenggaraBarat），

南カリマンタン州（KalimantanSelatan），南スラウェシ州（SulawesiSelatan）．なお，IFLSの標本設計お

よびフォローアップ調査を含む調査の実施状況の詳細については，Strausetal.（2016）を参照．



らに，第1回調査以降，数年ごとに実施されているフォローアップ調査では，前回調査以

降に調査対象の世帯を離れた世帯員についても追跡調査が実施されるなど，高いパネル残

存率の維持を企図した調査設計となっている．第1回調査に回答した世帯および世帯員を

対象として，1997年から98年に第2回調査，2000年に第3回調査，2007年から2008年に第

4回調査が実施され，直近の第5回調査は2014年から2015年にかけて実施された．第1回

調査に回答した7,224世帯のうち，88％に該当する6,341世帯が第5回調査において捕捉さ

れており，非常に高いフォローアップ率を維持している３）．なお，2000年に実施された第

3回調査より，IFLSのインドネシア側の実施協力機関は，ガジャマダ大学人口研究所

（現・CenterforPopulationStudies-GadjahMadaUniversity:CPPS-GMU）に移って

いる．

本稿では，IFLSによる縦断データから得られる個人の移動歴と，世帯内における高齢

者介護需要の関連について分析する．分析の対象は，2007年から2008年にかけて実施され

たIFLSの第4回調査（Wave4，以下2007年調査とする）において20歳～49歳であった

男女のうち，2014年～15年に実施された第5回調査（Wave5，以下2014年調査とする）

への回答が得られた調査対象者である．

被説明変数は，2007年調査から2014年調査までの期間における移動歴の有無である．

IFLSでは，調査回ごとに複数の設問項目によって個人および世帯の移動歴を詳細にたず

ねているが，ここでは2014年調査における「前回調査からの村外移動歴」に関する項目を

用いる．具体的には，「前回調査（2007年）以降，少なくとも6ヶ月以上の滞在のために，

当時住んでいた村を離れたことがありますか？」という問いに対する「はい／いいえ」の

選択肢による回答情報を用いる．移動歴および移動経験に関する複数の項目のうち，この

設問に対する回答を分析に用いる理由は，比較的欠損値が少ない変数であることに加えて，

滞在期間を「6ヶ月以上」に限定することによって，いわゆる「短期滞在」を目的とした

移動を除外できること，そして移動先から帰還した人の移動歴についても把握できるため

でる４）．この項目によって2007年調査から2014年調査までの期間における移動歴が確認で

きた人の割合は，分析対象全体の25％である（表3）．男女別にみると，男性の27％にた

いして女性は23％であり，男性のほうがやや高い割合となっている．
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3）フォローアップ調査間における部分的なパネル脱落およびすべての調査対象世帯員の死亡が確認されたケー

スを含む．なお，実際に第5回調査が実施できたのは第1回調査の回答世帯の87％である．

4）例えば，前回調査時点（あるいは5年前）の居住地と現住地との比較によって移動を把握した場合，調査時

点において移動先に居住する対象者のみが「移動者」として識別されることになる．



説明変数となる世帯内の介護需要については，60歳以上の高齢世帯員の健康状態に関す

る情報を代理変数として用いる．IFLSでは，調査対象となるすべての世帯員について，

4段階の尺度を用いた主観的評価による健康状態（self-ratedhealth，以下SRHとする）

をたずねている．SRHは，国内外の社会調査において広範に採用されている健康指標で

あるが，計測の簡便性に加えて，他の健康指標との関連性，さらには死亡リスクに対する

予見力をある程度もつことが報告されている（IdlerandBenyamini1997;Fordetal.
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表３ 分析に用いる変数の記述統計

総数
（n=14,935） 男

（n=6,825）
女

（n=8,110）

移動あり（2007～14年） 24.9% 26.6% 23.4%

健康状態の悪い高齢者との
同居あり

SRH 3.8% 3.8% 3.8%

（+近居の親のSRH） 7.8% 7.7% 7.9%

ADL 2.1% 2.0% 2.1%

年齢

20-24歳 18.5% 16.7% 20.0%

25-29歳 22.7% 21.8% 23.4%

30-34歳 18.6% 19.0% 18.2%

35-39歳 16.4% 17.5% 15.5%

40-44歳 12.8% 13.6% 12.2%

45-49歳 11.0% 11.4% 10.7%

配偶関係

未婚 15.2% 20.8% 10.5%

有配偶 81.3% 77.5% 84.5%

離別 2.2% 1.3% 2.9%

死別 1.3% 0.4% 2.2%

教育水準

中等教育未修了 58.6% 54.8% 61.8%

中等教育修了 28.8% 31.8% 26.3%

高等教育修了 12.6% 13.4% 11.9%

就業状態

就業中 64.9% 89.6% 44.1%

求職中 1.5% 2.8% 0.3%

就学中 1.6% 1.6% 1.6%

おもに家事 30.2% 2.7% 53.4%

その他 1.9% 3.3% 0.7%

生存きょうだい数

平均 3.90 3.89 3.90

（標準偏差） (2.45) (2.47) (2.44)

自分の健康状態

悪い 11.6% 10.0% 13.0%

注：移動歴以外の変数はいずれも2007年調査時点の属性．
データ：IndonesiaFamilyLifeSurveyWave4およびWave5．



2008）．また，主観的な指標である SRHについては，精神的な健康状態も反映した

well-beingに関する総合的（holistic）な指標としての有用性も指摘されている（Grundy

andSloggett2003）．本稿では，2007年調査において，同居する60歳以上の世帯員のう

ち一人でも健康状態が「悪い」（inpoorhealth）あるいは「非常に悪い」（verysick）と

回答したケースを，「健康状態（SRH）の悪い高齢者と同居するケース」として定義した．

同居する60歳以上の世帯員を，分析対象の「親」に限定しないのは，続柄不明のケースや，

分析対象者の年齢（2007年調査時点20～49歳）と親の年齢を比較した場合に論理矛盾が確

認されるケースが全体の10％近くあり，これらを分析から除くとサンプルの規模及び代表

性に少なからず影響が生じると判断されるためである．

IFLSでは，SRHに加えて，日常生活を送るために必要な動作（activityofdaily

livings，以下ADLと略）について，以下の10項目からなる質問が設けられている：

・（バケツの入った水程度の）重い荷物を20メートル運ぶことができる．

・水の入ったバケツを井戸からくみ上げることができる．

・1㎞歩くことができる．

・掃き掃除ができる．

・屈んだり立ち上がったりする動作を繰り返し行うことができる．

・介助なく服を着ることができる．

・介助なくトイレに行くことができる．

・入浴することができる．

・床に座った状態から介助なく立ち上がることができる．

・椅子に座った状態から介助なく立ち上がることができる．

40歳以上の世帯員は，これら日常生活動作に関する各項目について，「支障なくできる」

「支障がある」「できない」という選択肢から回答することになっている．本分析では，

IFLSの2000年調査データ（Wave3）を用いたRammohan&Magnani（2012）に倣い，

これら10項目のうち半数の5項目以上について「支障がある」あるいは「できない」と回

答したケースを「日常生活を送るために必要な動作ができない」とした．そのうえで，

SRHと同様に，同居する60歳以上の世帯員のうち一人でも該当するケースを，「日常生活

動作に支障のある高齢者と同居するケース」と定義した．

すでに述べたとおり，IFLSによるデータの特徴の一つとして，同居していない親につ

いても，その現住地（死亡している場合は死亡年月と死亡時の居住地）および健康状態を

含む様々な情報を把握することができるという利点が挙げられる．本分析では，親と同居

していない場合でも，同じ村内に居住している状態を「近居」とし，そのうえでSRHで

計測した健康状態が「悪い／非常に悪い」に該当する場合を，「健康状態（SRH）の悪い

親が近くに住む」ケースとした．なお，ADLに関する設問は同居する親（世帯員）につ

いてのみを対象としており，同じ世帯に居住しない親については，日常生活動作に支障が
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あるかどうかを把握することができない．

以上の方法により，同居する高齢者の健康状態をみたところ，分析対象全体の3.8％に

おいて，健康状態（SRH）の悪い高齢者との同居が確認された．同じ村内に住む親の健

康状態も考慮すると，その割合は7.8％となり，男女でほぼ同水準である．ADLで計測し

た日常生活動作に支障のある高齢者と同居する割合は，SRHで図った場合よりも低く，

男女ともに2％となる（表3）．

本分析では，2007年調査時において同居する高齢者あるいは近くに住む親の健康状態に

より計測した世帯内の介護需要の有無と，その後の第5回調査（2014～15年）までの移動

歴との関連を，ロジスティック回帰分析により検証する．分析に際しては，年齢・配偶関

係といった人口学的基本属性に加えて，教育水準や就業状態による社会経済的属性，そし

て生存きょうだい数と（自分の）健康状態に関する変数を統制変数として用いる．移動歴

に関する変数を除いて，分析に用いる変数についてはすべて2007年調査時点の情報を用い

る．分析の対象は，2007年調査時に20歳～49歳であった男女のうち，これらすべての変数

に関する有効値が得られた14,935ケースとなる．各変数の記述統計は，前出の表3のとお

りである．

Ⅳ 結果

表4は，分析に用いる属性ごとの移動率を男女別に示したものである．すでに述べたと

おり，全体的な移動率は女性よりも男性のほうが若干高くなっている．本分析において世

帯内介護需要の代理変数として用いる健康状態の悪い高齢者との同居（あるいは健康状態

の悪い親との近居）の有無についてみると，SRHで計測した場合とADLで計測した場

合で，移動率の水準に若干の違いがみられる．SRHで計測した健康状態が悪い高齢者と

同居する場合の移動率は，男女ともに，全体的な水準よりも低くなることが確認できる．

健康状態の悪い親が同じ村内に居住（近居）しているケースを加えると，移動率はさらに

低下し，男女ともに全体的な移動率との差は7ポイント以上となる．一方，健康状態の悪

い高齢者との同居の有無をADLで計測した場合の移動率の相対的な水準については，男

女でやや異なる．すなわち，男性（25％）については全体的な水準と比較して顕著な低下

はみられない一方で，女性では全体的な水準よりも4ポイント低い19％にまで低下し，こ

れは健康状態の悪い高齢者との同居をSRHで計測した場合（21％）よりも，さらに低い

水準となっている．
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2007年調査から2014年調査までの移動率を年齢階級および配偶関係別にみると，男女と

もに20代から30代前半にかけての若年層および未婚者において移動率が高くなっている．

とくに男性については，20代前半の移動率が45％を超えるなど，若年層における移動率の

高さが目立つ．また，この年齢層では，男女の移動率に比較的大きな差が生じるのに対し
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表４ 属性別移動率（2007～14年）

男
（n=6,825）

女
（n=8,110）

総数 26.6% 23.4%

健康状態の悪い高齢者との
同居あり

SRH 24.9% 20.9%

（+近居の親のSRH） (19.1%) (16.4%)

ADL 25.2% 19.2%

年齢

20-24歳 46.8% 40.6%

25-29歳 36.8% 29.3%

30-34歳 24.4% 17.8%

35-39歳 16.1% 15.1%

40-44歳 13.9% 13.8%

45-49歳 12.8% 10.4%

配偶関係

未婚 48.1% 52.5%

有配偶 20.8% 19.8%

離別 30.3% 25.9%

死別 25.0% 18.4%

教育水準

中等教育未修了 21.4% 17.1%

中等教育修了 31.0% 31.2%

高等教育修了 37.7% 38.6%

就業状態

就業中 25.5% 22.8%

求職中 36.8% 44.4%

就学中 70.8% 54.3%

おもに家事 24.2% 22.6%

その他 31.6% 34.0%

生存きょうだい数

なし 30.8% 29.4%

1-2人 30.9% 24.8%

3-4人 27.3% 23.6%

5-6人 23.3% 21.9%

7人以上 21.4% 20.2%

自分の健康状態

悪くない 26.8% 23.5%

悪い 25.2% 22.6%

注：移動歴以外の変数はいずれも2007年調査時点の属性．
データ：IndonesiaFamilyLifeSurveyWave4およびWave5．



て，30代後半以降は男女の移動率はほぼ同じ水準に低下している．配偶関係別では，男女

ともに未婚者において高い移動率が確認できる．とくに女性の未婚者における移動率は50

％を超えており，これは男性の未婚者の移動率よりも高い水準である．一方，男女ともに

最大の割合を占める有配偶者（男性：78％，女性：85％）の移動率は，いずれも約20％と，

ほぼ同じ水準となっている．

教育水準別の移動率については，中等教育（seniorhighschool）未修了者と比較して，

高等教育（college/university）修了者の移動率が男性では16ポイント以上，女性では21

ポイント以上と顕著に高くなっている．女性の高等教育修了者の移動率は，中等教育未修

了者と比較して2倍以上の水準であり，同じ教育水準の男性と比較しても若干高くなって

いる．また，中等教育未修了者においては，男性と比較して女性の移動率が相対的に低い

水準となる一方で，中等教育修了者および高等教育修了者では，男女の移動率にほとんど

差がないか，女性のほうがわずかに高くなっている．就業状態別にみると，男女ともに

2007年調査時に「就業中」のケースの移動率が低い一方で，全体に占める割合は小さいも

のの「求職中」あるいは「就学中」であったケースの移動率が高くなる傾向がみられる．

これは，卒業後の就職に伴う移動によるものであると考えられるが，とくに男性では，

2007年調査時に「就学中」であったグループのその後の移動率が70％以上と顕著に高くなっ

ている．一方，女性では，「おもに家事」のグループが全体の50％以上を占める最大のグ

ループであるが，その移動率（22％）は，「就業中」のグループ（23％）とほぼ同水準と

なっている．

その他，生存きょうだい数と移動率の関係をみると，男女ともに，きょうだい数が多い

ほど移動率が低くなるという負の相関関係がみられる．ただし，きょうだい数については，

年齢（世代）によって少なからず差がみられる ― すなわち出生率の低下により若い世代

ほどきょうだい数が少ない ― ことが想定される．したがって，表4で示された二変数間

の関係については，こうした交絡要因の効果を考慮する必要がある．分析対象自身の健康

状態と移動率の関係をみると，男女ともに，「悪くない」に該当するケースの移動率がわ

ずかではあるが高くなっている．

表5は，これら各属性の効果を互いにコントロールした多変量解析の結果を示したもの

である．世帯内介護需要が移動率に与える効果について，健康状態の悪い高齢世帯員の有

無を代理変数としてロジスティック回帰モデルによって推定した結果を，男女別に示して

いる．健康状態の悪い高齢者との同居の有無をSRHによって計測した変数を用いたモデ

ルでは，移動が発生する確率のオッズ比が男女ともに約23％低下するという結果になった

（ただし統計的有意性は10％水準）．さらに，同じ村に住む（近居する）親のSRHを考慮

した場合，オッズ比は男性で30％，女性で28％低下し，モデルに投入された他の変数の効

果をコントロールしても，移動の発生確率を有意に低下することが確認された．一方，

ADLによって計測した変数を用いた場合の結果をみると，オッズ比の低下幅が男性では

10％に留まる一方で女性では25％以上低下しており，男女間で異なる効果が示唆されたも

のの，いずれも統計的に有意な結果とはならなかった．
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その他の人口学的属性および社会経済的属性と移動率の関連については，概ね,前掲の

表4で示された傾向が確認された．すなわち，20代～30代前半の若年層，未婚者，高等教

育修了者における相対的に高い移動率が，モデルに投入されたその他の属性の効果をコン

トロールしたうえでも確認された．また，配偶関係および教育水準の違いによる効果は，

男性よりも女性において相対的に強くなることが示された．なお，2007年調査時に就学中

であった場合のその後の移動率は，男性のみ有意に高くなることが確認された．生存きょ

うだい数については，男女ともに，表4で示された結果とは逆に，きょうだい数が多くな

るほど移動の発生確率が上昇するという正の相関関係が示された．また，この相関は，若
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表５ 移動率（2007～14年）に関するロジスティック回帰分析によるオッズ比の推定値

男 女

SRH ADL SRH ADL

＋ 近居の親
のSRH

＋ 近居の親
のSRH

健康状態の悪い高齢者と
の同居あり（注）

0.770# 0.699** 0.901 0.769# 0.716** 0.741

年齢（Ref.20-24歳）

25-29歳 0.884 0.882 0.881 0.747** 0.750** 0.745**

30-34歳 0.560** 0.560** 0.558** 0.421** 0.424** 0.419**

35-39歳 0.341** 0.341** 0.340** 0.342** 0.345** 0.343**

40-44歳 0.289** 0.290** 0.289** 0.324** 0.327** 0.325**

45-49歳 0.284** 0.284** 0.285** 0.245** 0.247** 0.245**

配偶関係（Ref.有配偶）

未婚 1.940** 1.924** 1.919** 2.655** 2.645** 2.638**

離別 1.782* 1.793* 1.734* 1.871** 1.875** 1.856**

死別 1.823 1.826 1.783 1.766** 1.764** 1.757**

教育水準（Ref.中等教育未修了）

中等教育修了 1.471** 1.462** 1.474** 1.691** 1.683** 1.695**

高等教育修了 1.927** 1.915** 1.932** 2.281** 2.268** 2.282**

就業状態（Ref.就業中）

求職中 1.032 1.032 1.026 0.648 0.648 0.640

就学中 1.837* 1.829* 1.847* 0.984 0.981 0.992

おもに家事 0.908 0.908 0.910 1.078 1.077 1.078

その他 0.908 0.909 0.905 1.169 1.167 1.174

生存きょうだい数 1.022# 1.023# 1.021# 1.032** 1.033** 1.032**

自分の健康状態：悪い 0.953 0.963 0.950 1.014 1.022 1.014

州別ダミー あり あり あり あり あり あり

定数項 0.677 0.678 0.683 0.420 0.417 0.421

対数尤度 -3562.218 -3559.077 -3563.551 -3956.093 -3953.273 -3956.549

LRchi-square 787.36** 793.64** 784.69** 903.66** 909.30** 902.75**

ケース数 6,825 6,825 6,825 8,110 8,110 8,110

注：表頭のSRHおよびADLは，同居する高齢者（および近居する親）の健康状態の計測に用いた指標を示す．
**p<0.01，*p<0.05，#p<0.1
Ref.:レファレンスカテゴリー
データ：IndonesiaFamilyLifeSurveyWave4およびWave5．



干ではあるが男性よりも女性において強くなっている．

図2は，ここで示したロジスティック回帰モデルによる推定結果に基づいて，世帯内介

護需要の有無による移動率を，男女別に比較したものである．前述のとおり，移動率の全

体的な水準は女性よりも男性のほうが高くなるが，健康状態（SRH）の悪い高齢者と同

居する場合，男女ともに移動率は4ポイント以上低くなると予測される．同じ村に住む親

の健康状態（SRH）も考慮した場合では移動率はさらに低下し，男性では19％，女性で

は16％となる．分析モデルに投入した他の属性が同じであると仮定した場合，世帯内介護

需要がないケースと比較した移動率の水準は，男性では5.8ポイント，女性では4.8ポイン

ト低下することになる．

Ⅴ 考察とまとめ

インドネシアでは高い人口増加率が維持されるとともに，従属人口指数の低下が続いて

いるが，他の東アジア・東南アジア諸国と比較して，人口ボーナスのピーク（従属人口指

数の底）は浅く，その期間も比較的短くなることが見込まれている．一方で，高齢者の居

住形態をみると，依然として高齢になるほど子や孫と同居する割合が高くなっており，伝
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図２ 健康状態の悪い高齢者との同居および健康状態の悪い親との

近居の有無でみた移動率の推定値

注：健康状態の計測についてはいずれもSRHを用いた．推定値の算出に用
いたモデルの推定結果の詳細については表5を参照

データ：IndonesiaFamilyLifeSurveyWave4およびWave5．



統的な多世代同居・老親扶養規範の強さが示唆される．インドネシアにおける高齢化の加

速は，置換水準をうかがう急速な出生率の低下に起因するものであるが，子ども数の減少

により，今後とくに若い世代では親をはじめとする高齢親族へのサポートにかかる負担が

拡大することが予想される．単身世帯に住む高齢者の割合は，現在，60歳以上の人口全体

の約10％未満に過ぎないが，高齢女性において顕著に高くなる傾向がみられる．これは，

配偶者との死別により単身居住となる割合が女性において比較的高いためであると考えら

れる．今後，「高齢人口の高齢化」の進展，すなわち高齢人口に占める80歳以上人口の割

合の上昇に伴い，単身高齢者がさらに増加することが予測され，「家族と同居しない高齢

者」のサポートやケアが高齢化社会の新たな課題として顕在化する可能性がある．

他の多くの東南アジア諸国と同様に，インドネシアにおいても人口の急速な高齢化への

対応や，高齢者の生活をめぐる施策の優先度は，これまで決して高くはなかった．結果と

して，介護・医療サービスを含む公的な社会保障・福祉制度が未整備な状態での高齢化の

進展により，子どもをはじめとする家族や親族資源によって維持されるインフォーマルな

ケアレジームへの依存がさらに強まることが予想される．

こうした高齢者ケアをめぐる社会的・制度的環境が，インドネシアの人口の特性の一つ

である若年人口の高い移動性向に及ぼす影響を展望することを目的とし，本稿ではIFLS

による縦断データを用いて，世帯内における高齢者ケア需要と若年世帯員の人口移動の関

連について分析した．分析の結果，主観的評価による健康状態（SRH）が悪い60歳以上

の高齢者との同居は，男女ともに若年世帯員の移動確率を低下させる効果を持つことが示

された．また，同じ村内に住む親の健康状態を考慮した場合，その効果はさらに強まるこ

とが確認された．この分析結果から，成人子による親の介護を含む家族内の支援関係が，

同居だけではなく近居の親子間でも維持されていることが示唆され，老親支援規範がイン

ドネシアの世代間関係に深く組み込まれていることがうかがわれた．ただし，健康状態の

悪い高齢世帯員の有無をADLで計測したモデルを用いて分析したところ，若年世帯員の

移動確率に対する有意な効果は検出されず，分析結果の頑健性については引き続き慎重に

検証する必要がある．また，生存きょうだい数が移動確率を有意に上昇させることが確認

されたが，これは，きょうだい間で親をはじめとする高齢親族への介護をはじめとするサ

ポートがシェアされ，結果としてきょうだい数が多いほどその負担が低減されることを示

唆していると考えられる．今後，少子化によってきょうだい数が減少している若年コホー

トにおいては，親による支援ニーズが発生した場合に，その移動性向が低下する可能性が

ある．

人口転換の到達点としての高齢社会に備えて，インドネシアにおいても，医療・年金制

度をはじめとする高齢者を対象とした各種の社会保障制度の整備が急がれている．しかし

ながら，例えば医療保険制度については，2014年に「医療保険実施機関」（BPJSHealth）

が設置されたものの，国民皆保険化は2019年まで先送りされ，年金制度の整備も遅れてい

る（厚生労働省 2014）．インドネシアは，一方で，アジア・太平洋地域においてフィリピ

ンに次ぐ第二の規模の外国人労働者を送り出す主要送出国の一つであるが，近年の介護・
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看護分野における二国間協定を通じた人材の送り出しには，先進国からの技能移転を通じ

た人材育成ならびに国内の保健医療制度の整備への貢献も期待されている．先進国におい

て期待が高まる国際的なケア労働者供給源としての役割と，高齢化が進展するインドネシ

ア国内で高まるニーズとの整合性を確保することが，日本を含む諸外国との二国間協定を

通じた労働者の送り出し政策に求められている．

日本においても，かつて｢同居は福祉の含み資産｣（厚生省 1978:91）と位置づけられた

ように，親子間の同居あるいは近居に依拠した世代間支援関係が，高齢者福祉施策やサー

ビスの補完的な役割を果たしてきた．2000年の介護保険制度の導入により，「介護の社会

化」が制度的に担保され，その推進が図られてきたが，高齢者に対するケアやサポートに

おいては，子どもをはじめとする親族資源が依然として重要な役割を担っているのが現状

である（藤崎 2009；小山 2012）．高齢化社会に対応した各種の制度や施策の構築に関す

る経験と課題を共有し，その教訓を提供することも，高齢化のフロントランナーとしての

日本に期待される役割の一つであろう．
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TheAssociationbetweenDemandforCaregivingtotheElderlyand
MigrationofYoungAdultHouseholdMembersinIndonesia:

LongitudinalEvidencefromtheIndonesianFamilyLifeSurvey

MasatakaNAKAGAWA

Indonesia'spopulationisexpectedtoundergorapidageinginthenextfewdecades.Whilethe

traditionalnormthatadultchildrenareexpectedtosupporttheirparentsisfirmlyembeddedin

intergenerationalrelationships,therehasbeenrelativelylittlepolicyattentionpaidtotheneedsof

thegrowingelderlypopulation.Asaresult,thereisalackofpublicsystemsforsocialsafetyand

caregiving.Therapidpopulationagingwiththetraditionalcaregivingregimecaninfluencethe

migrationoftheyoung-adultpopulation;oneofthemostsalientdimensionsoftheIndonesian

demography.UsinglongitudinaldatadrawnfromtheIndonesiaFamilyLifeSurvey,thispaper

presentsanempiricalanalysisoftheassociationbetweendemandforcaregivingtoelderly

householdmembersandthepropensityofyoungadulthouseholdmemberstomigrate.Findings

fromtheanalysissuggestthatthelikelihoodofmigrationislowerforthoselivingwithelderly

householdmembersinpoorhealthconditions.Theeffectoflivingclosertoparentsinpoorhealth

conditionsismoresignificant,suggestingthattheneedforcaregivingtoelderlyparentscanbean

impedimenttothemigrationoftheiradultchildren.Theresultsofthelongitudinalanalysisalso

confirmthecorrelationbetweenthenumberofsiblingsandthelikelihoodofmigration.These

findingsimplyafuturedeclineinmigrationamongtheyoungercohorts,whowillfaceincreasing

physicalandphysiologicalburdensinsupportingtheirparentsandotherelderlyfamilymembersas

aresultofthecontinuingfertilitydeclineandshrinkingfamilysize.


